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（単位：円）

科　　　　　　　　目 金　　額 科　　　　　　　　目 金　　額

資産の部 負債の部

　 Ⅰ流動資産 523,605,603    Ⅰ流動負債 646,317,779

    　現金及び預金 520,155,781     　運営費交付金債務 80,669,077

    　前払費用 1,544,094       短期リース債務 147,856,734

    　未収金 4,583     　未払金 417,563,325

    　その他の流動資産 1,901,145       預り金 228,643

   Ⅱ固定資産 5,429,498,073    Ⅱ固定負債 516,904,479

    　１有形固定資産 5,398,855,473     　長期リース債務 309,808,504

         建物 5,987,991,300     　資産見返負債 207,095,975

         建物減価償却累計額 △ 2,161,606,214          資産見返運営費交付金 192,124,463

         構築物 464,517,839          資産見返物品受贈額 1,620,869

         構築物減価償却累計額 △ 288,745,532          建設仮勘定見返施設費 13,350,643

         車両運搬具 8,022,000 負債合計 1,163,222,258

         車両運搬具減価償却累計額 △ 7,219,800

         工具器具備品 1,012,146,514

         工具器具備品減価償却累計額 △ 529,601,277 純資産の部

         土地 900,000,000

         建設仮勘定 13,350,643    Ⅰ資本金 7,179,918,000

      ２無形固定資産 642,600     　政府出資金 7,179,918,000

         電話加入権 642,600    Ⅱ資本剰余金 △ 2,388,108,304

      ３投資その他の資産 30,000,000     　資本剰余金 31,224,000

         敷金・保証金 30,000,000     　損益外減価償却累計額（△） △ 2,408,019,596

      　損益外減損損失累計額（△） △ 581,400

    　損益外固定資産除売却差額（△） △ 10,731,308

   Ⅲ利益剰余金 △ 1,928,278

　　　当期未処理損失 1,928,278

　　　（うち当期総損失   1,928,278） 　

純資産合計 4,789,881,418

資産合計 5,953,103,676 負債純資産合計 5,953,103,676

貸借対照表

(平成23年3月31日現在)

－２－



（単位：円）
科　　　　　　　　目

経常費用
 　業務費
      給与、賞与及び諸手当 230,321,021
      法定福利費・福利厚生費 55,369,868
      退職手当 1,870,830
      その他人件費 276,007,452
      外部委託費 679,172,584
      賃借料 35,354,045
      減価償却費 185,209,658
      保守・修繕費 183,440,862
      水道光熱費 45,438,133
      旅費交通費 14,788,280
      消耗品費 17,334,225
      備品費 7,901,691
      通信費 38,302,501
      印刷製本費 7,992,422
      その他業務経費 23,445,224 1,801,948,796
 　一般管理費
      役員報酬 42,285,683
      給与、賞与及び諸手当 111,927,298
      法定福利費・福利厚生費 19,145,731
      退職手当 120,930
      その他人件費 22,074,887
      外部委託費 12,982,487
      賃借料 1,558,489
      減価償却費 4,098,620
      保守・修繕費 8,736,191
      水道光熱費 1,687,646
      消耗品費 3,845,974
      備品費 7,093,080
      通信費 8,501,474
      印刷製本費 1,689,127
      その他管理経費 2,161,473 247,909,090
 　財務費用
      支払利息 20,383,096
 　経常費用合計 2,070,240,982

経常収益
 　運営費交付金収益 2,047,600,873
 　たな卸資産見返負債戻入
      たな卸資産見返物品受贈額戻入 340,395
 　事業収益 2,641,355
 　資産見返負債戻入
      資産見返運営費交付金戻入 16,659,373
 　財務収益　
      受取利息 222,296
   雑益 1,775,499
 　経常収益合計 2,069,239,791
　　　　 経常損失 1,001,191

臨時損失
   固定資産除却損 927,087
   たな卸資産評価損 23,273,895

24,200,982
臨時利益
   たな卸資産見返物品受贈益戻入 23,273,895 23,273,895

当期純損失 1,928,278
当期総損失 1,928,278

損益計算書

（自 平成22年4月1日　至 平成23年3月31日）

金　　　　　　　　　　　　　額

－３－



（単位：円）

項　　　　　　　　　　目

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

      　 人件費支出 △ 782,700,389

      　 その他業務支出 △ 889,786,509

      　 その他管理支出 △ 9,700,965

      　 運営費交付金収入 2,220,398,000

      　 事業収入 2,704,355

      　 その他収入 1,770,916

　　　　　　　　　小計 542,685,408

　　　  利息の受取額 222,296

　　　  利息の支払額 △ 20,963,803

　　　  国庫納付金の支払額 △ 280,784,158

　   業務活動によるキャッシュ・フロー 241,159,743

Ⅱ  投資活動によるキャッシュ・フロー

　　  　有形固定資産の取得による支出 △ 49,907,655

　　  　施設費による収入 13,350,643

　　 投資活動によるキャッシュ・フロー △ 36,557,012

Ⅲ  財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　   リース債務の返済による支出 △ 171,048,857

　　 財務活動によるキャッシュ・フロー △ 171,048,857

　

Ⅳ  資金増加額 33,553,874

Ⅴ  資金期首残高 486,601,907

Ⅵ  資金期末残高 520,155,781

金　　　額

キャッシュ･フロー計算書

（自 平成22年4月1日　至 平成23年3月31日）

－４－



（単位：円）

項　　　　　　　目

Ⅰ　当期未処理損失 1,928,278
　　　　当期総損失 1,928,278

Ⅱ  損失処理額 -

Ⅲ  次期繰越欠損金 1,928,278

(平成23年3月31日)

金　　　　　　　　　　　　額

損失の処理に関する書類

－５－



（単位：円）

項　　　　　　　　目

Ⅰ　業務費用 2,066,528,919

    　  損益計算書上の費用

           業務費 1,801,948,796

           一般管理費 247,909,090

           財務費用 20,383,096

           臨時損失 927,087 2,071,168,069

         （控除）　自己収入等

           事業収益 △ 2,641,355

           財務収益 △ 222,296

           雑益 △ 1,775,499 △ 4,639,150

 

Ⅱ　損益外減価償却相当額 205,493,784

Ⅲ　損益外除売却差額相当額　　 713,900

Ⅳ　引当外賞与見積額　　 1,980,970

Ⅴ　引当外退職給付増加見積額　　 △ 35,747,626

Ⅵ　機会費用

　　    国又は地方公共団体財産の無償又は減額され

  　　　た使用料による貸借取引の機会費用 20,127,525

　　    政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用 61,514,941 81,642,466

Ⅶ　（控除）法人税等及び国庫納付額 －

Ⅷ　行政サービス実施コスト 2,320,612,413

行政サービス実施コスト計算書

（自 平成22年4月1日  至 平成23年3月31日）

金　　　　　　　　　　　　額

－６－
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注記 

【重要な会計方針】 

 当事業年度より、改訂後の独立行政法人会計基準を適用して、財務諸表を作成しております。 

 １ 運営費交付金収益の計上基準 

   業務のための支出額を限度として収益化する方法(費用進行基準)を採用しています。   

これは、業務達成基準及び期間進行基準を採用することは、中期計画及びこれを具体化す

る年度計画等において対応関係が不明確であるため困難であり、費用進行基準を採用する

必要があるためであります。 

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

  最終仕入原価法による低価法を採用しておりましたが、国から継承し、長期に渡って

販売してきたものの、売上げ実績が著しく低く、営業循環過程から外れてしまっており

ますことから、帳簿価額を処分見込価額まで切り下げ、評価額をゼロとしました。 

３ 固定資産の減価償却の方法 

定額法を採用しています｡ 

なお､主な固定資産の耐用年数は以下のとおりです｡ 

建物       3 ～ 50 年 

構築物      7 ～ 47 年 

車両運搬具          6 年  

工具器具備品   3 ～ 15 年 

   また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第８７）の減価償却相当額については、

損益外減価償却累計額として資本剰余金から控除して表示しています。 

 ４ 退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 

   退職給付については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引

当金は計上していません。 

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、事業年度

末に在職する役職員について、当事業年度末の退職給付見積額から前事業年度末の退職給

付見積額を控除し、その差額から退職者に係る前期末退職給付見積額を控除して計算して

います。 

 

５ 賞与引当金及び見積額の計上基準 

  賞与については、運営費交付金により財源措置がなされるため、賞与引当金は計上して

いません。 



 

 
- 8 - 

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与見積額は、事業年度末に在職

する役職員等について、当期末の支給見積額から前期末の支給見積額を控除して計算して

います。 

６ 行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法 

(１)  国又は地方公共団体財産の無償又は減額された使用料による貸借取引の機会費用の

計算方法 

近隣の地代などを参考として単価を決定し、使用面積に応じた負担額により算出し

ています。 

 

(２)  政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率 

１０年利付け国債の平成２３年３月末利回りを参考に１．２５５％で算出してい

ます。 

７ リース取引の処理方法  

   リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買 

取引に係る方法に準じた会計処理によっています。 

   リース料総額が３００万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸 

借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。 

８ 消費税等の会計処理方法 

   消費税等の会計処理は、税込方式によっています｡ 

９ キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

   キャッシュ・フロー計算書における資金は､随時引き出し可能な預金からなっています｡ 

   

【重要な会計方針の変更】 

  当事業年度より、資産除去債務に関する会計基準を適用しております。これによる影

響額はありません。 

 

【貸借対照表関係】 

 運営費交付金から充当されるべき退職給付引当金の見積額 

458,379,029 円 

   運営費交付金から充当されるべき賞与引当金の見積額 

    39,541,540円 

金融商品に関する事項 

 １．金融商品の状況に関する事項 

   当法人は、資金運用については短期的な預金に限定しており、株式等は保有して

おりません。 
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 ２．金融商品の時価等に関する事項 

   期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

りであります。 

(単位：円）
貸借対照表
計上額

⑴現金及び預金 520,155,781 520,155,781 -

⑵未収金 4,583 4,583 -

⑶短期リース債務 (147,856,734) (147,856,734) ( - )

⑷未払金 (417,563,325) (417,563,325) ( - )

⑸長期リース債務 (309,808,504) (309,829,051) (20,547)

　（注）負債に計上されているものは、（ ）で示しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法に関する事項
 　⑴現金及び預金、 ⑵未収金


　　当該帳簿価額によっております。
 　⑶短期リース債務
　　　短期リース債務は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいこと
　　から、当該帳簿価額によっております。
 　⑷未払金
　　　未払金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、
　　当該帳簿価額によっております。
 　⑸長期リース債務
　　　長期リース債務の時価については、元利金の合計額を同様の新規リースを行った
　　場合に想定される利率で割り引いて算出する方法によっております。
（注２）敷金・保証金
　　　敷金・保証金について、市場価額がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積る
　　ことなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、記載して
　　おりません。

時価 差額

　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

 

【損益計算書関係】 

ファイナンス・リース取引が損益に与える影響額は、△1,946,428 円であり、当該影響

額を除いた当期総利益は、18,150 円であります。 

【キャッシュ・フロー計算書関係】 

資金の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定     520,155,781円 

資金期末残高        520,155,781円 

【重要な債務負担行為】 

  翌年度以降に支払を予定している重要な債務負担行為額は、建物耐震改修工事にかかる

110,105,357 円であります。 

 

【重要な後発事象】 

   該当無し 



１ 　固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第87  

　特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第91

　資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」

　による損益外減価償却相当額も含む。）の明細並びに

  減損損失累計額

２ 　たな卸資産の明細

３ 　資本金及び資本剰余金の明細

４ 　積立金の明細

５ 　運営費交付金債務及び当期振替額等の明細

６ 　運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細

７ 　役員及び職員の給与の明細

８ 　開示すべきセグメント情報

附 属 明 細 書

－１1－



（単位：円）

減損損失累計額

当期償却額

建物 94,564,750        77,879,550        735,000            171,709,300      39,233,474        6,093,027         -                      132,475,826      

有形固定資産 構築物 12,544,497        -                      931,350            11,613,147        3,098,676         548,016            -                      8,514,471         

(償却費損益内） 車両運搬具 8,022,000         -                      -                      8,022,000         7,219,800         -                      -                      802,200             

工具器具備品 130,018,148      14,248,500        -                      144,266,648      92,313,813        9,091,243         -                      51,952,835        

計 245,149,395      92,128,050        1,666,350         335,611,095      141,865,763      15,732,286        -                      193,745,332      

建物 5,817,482,000   -                      1,200,000         5,816,282,000   2,122,372,740   180,775,308      -                      3,693,909,260    

構築物 455,447,692      -                      2,543,000         452,904,692      285,646,856      24,718,476        -                      167,257,836      

計 6,272,929,692   -                      3,743,000         6,269,186,692   2,408,019,596   205,493,784      -                      3,861,167,096   

工具器具備品 867,879,866      -                      -                      867,879,866      437,287,464      173,575,992      -                      430,592,402      

計 867,879,866      -                      -                      867,879,866      437,287,464      173,575,992      -                      430,592,402      

土地 900,000,000      -                      -                      900,000,000      -                      900,000,000      

建設仮勘定 -                      13,350,643        -                      13,350,643        -                      13,350,643        

計 900,000,000      13,350,643        -                      913,350,643      -                      913,350,643      

建物 5,912,046,750   77,879,550        1,935,000         5,987,991,300   2,161,606,214   186,868,335      -                      3,826,385,086   

構築物 467,992,189      -                      3,474,350         464,517,839      288,745,532      25,266,492        -                      175,772,307      

車両運搬具 8,022,000         -                      -                      8,022,000         7,219,800         -                      -                      802,200            

工具器具備品 997,898,014      14,248,500        -                      1,012,146,514   529,601,277      182,667,235      -                      482,545,237      

土地 900,000,000      -                      -                      900,000,000      -                      900,000,000      

建設仮勘定 -                      13,350,643        -                      13,350,643        -                      13,350,643        

計 8,285,958,953   105,478,693      5,409,350         8,386,028,296   2,987,172,823   394,802,062      -                      5,398,855,473   

無形固定資産 電話加入権 1,224,000         -                      -                      1,224,000         -                      -                      581,400 642,600             

投資その他の資産 敷金 30,000,000        -                      -                      30,000,000        -                      30,000,000        

リース資産
(償却費損益内)

非償却資産

有形固定資産合計

有形固定資産
(償却費損益外）

当期増加額期首残高資産の種類

１　固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第８７ 特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第９１ 資産除去債務に係る特定の除去
費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）の明細並びに減損損失累計額

摘　要差引当期末残高期末残高当期減少額

減価償却累計額
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２　たな卸資産の明細

（単位：円）

種　　類 期首残高 当期購入 その他 払出 その他 期末残高 摘　　要

製造 振替

振替

貯蔵品

 　書   籍 23,614,290 -              -               340,395     23,273,895  -              (注)

合   計 23,614,290 -              -               340,395     23,273,895  -              

当期増加額 当期減少額

(注)「当期減少額」の「その他」欄の金額は、たな卸資産評価損として臨時損失に振替えた金額を示したものであります。
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３　資本金及び資本剰余金の明細

（単位：円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　要

政府出資金 7,179,918,000 -                   -                   7,179,918,000  

計 7,179,918,000 -                   -                   7,179,918,000

無償譲与 1,224,000 -                   -                   1,224,000

運営費交付金 30,000,000 -                   -                   30,000,000

計 31,224,000 -                   -                   31,224,000

資本剰余金 損益外減価      

償却累計額 △ 2,205,554,912 △ 205,493,784 △ 3,029,100 △ 2,408,019,596 （注１）

損益外固定資産

除売却差額 △ 6,988,308 △ 3,743,000 -                   △ 10,731,308 （注２）

損益外減損     

損失累計額 △ 581,400 - -                   △ 581,400  

差引計 △ 2,181,900,620 △ 209,236,784 △ 3,029,100 △ 2,388,108,304

（注１） 当期減少額は、現物出資を財源とする固定資産の除却に係るものであります。
（注２） 当期増加額は、現物出資を財源とする固定資産の除却によるものであります。

区　　　　　分

資本金
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４　積立金の明細

（単位：円）

区　　　　　分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　要

積立金 4,044,968       276,739,190    △280,784,158 -                   

当期積立金
276,739,190
国庫納付金
280,784,158

目的積立金 -                   -                   -                   -                   

前中期目標期間繰越積立金 -                   -                   -                   -                   
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５　運営費交付金債務及び当期振替額等の明細

（１）　運営費交付金債務の増減の明細 　 （単位：円）

交付年度 期首残高 交付金当期

交   付   額 運営費交付金 資 産 見 返 資本剰余金 小　　計

収　　　　　 益 運営費交付金

平成22年度 -                     2,220,398,000      2,047,600,873      92,128,050          -                      2,139,728,923      80,669,077          

合   　　　計 - 2,220,398,000      2,047,600,873      92,128,050          -                      2,139,728,923      80,669,077          

（２） 運営費交付金債務の当期振替額の明細  

　　　平成22年度交付分  （単位：円）

金　　　額

 運営費交付金 ①費用進行基準を全ての業務に採用している。

2,047,600,873      ②当該業務にかかる損益等
 収　　　　　益

 ア）損益計算書に計上した費用の額：2,070,240,982

資 産 見 返 　（役職員人件費：384,534,002、法定福利費・福利厚生費：74,515,599、

92,128,050          　 退職手当：1,991,760、その他人件費：298,082,339、外部委託費：692,155,071、

費用進行基準 運営費交付金
　 賃借料：36,912,534、減価償却費：189,308,278、保守・修繕費：192,177,053、

による振替額 　 水道光熱費：47,125,779、旅費交通費：15,213,670、消耗品費：21,180,199、

    資本剰余金 -                         　備品費：14,994,771、通信費：46,803,975、印刷製本費：9,681,549、

 　その他の経費：25,181,307、支払利息20,383,096）

 イ）自己収入に係る収益計上額：4,639,150

　（刊行物売払：1,249,695、複写利用：1,391,660、財産賃貸収入：710,839、

　　雑益：1,064,660、受取利息：222,296）

計 2,139,728,923       ウ）固定資産の取得額：建物77,879,550、工具器具備品14,248,500

③運営費交付金の振替額の積算根拠

　（費用2,070,240,982＋リース債務分171,629,564）－自己収入予算額4,621,000

  －減価償却費189,308,278－たな卸払出340,395＝2,047,600,873

-                        

2,139,728,923      

（３）運営費交付金債務残高の明細  （単位：円）

交 付 年 度

○費用進行基準を全ての業務に採用している。

○運営費交付金債務残高の主な発生理由は、入札差額が生じたことによる経費の減少

費用進行基準    等に伴い、運営費交付金の収益化額が計画を下回ったもの。

平成22年度 を採用した業務 80,669,077                なお、中期計画で予定した、本事業年度に実施すべき業務については、計画どお

に係る分 　 りに実施済みである。

計 80,669,077          

期末残高

当期振替額

内　　　訳

残高の発生理由及び収益化等の計画

区　　　分

運営費交付金債務残高

会計基準第81第3項による振替額

合　　　計
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６　運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細

　　施設費の明細 （単位：円）

　  

区分 当期交付額 建設仮勘定

見返施設費

独立行政法人国立公文書館

施設整備費補助金

摘要

左の会計処理内訳

資本剰余金 その他

13,350,643 13,350,643 -                    -                    
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７　役員及び職員の給与の明細

（単位：千円、人）

支給額 支給人員 支給額 支給人員

(7,128) (2) (-) (-)

35,158 2 - -

(302,267) (112) (1,992) (30)

338,063 38 - -

(309,395) (114) (1,992) (30)

373,221 40 - -

（注）

   １   役員に対する報酬及び職員に対する給与並びに非常勤職員に対する給与の支給について

      びに非常勤職員の就業等に関する規程によっている。

   ２ 　支給人員数は、年間平均支給人員数を記載している。

   ３ 　上段（　）書きは、非常勤の役員又は職員の支給額又は支給人員であり外数である。

   ４ 　報酬又は給与の支給額は、損益計算書の「役員報酬」、「給与、賞与及び諸手当」及び「その

　　 他人件費」の合計額となる。

   ５ 　非常勤職員の支給額の中にはその他人件費が含まれているが、これらは決算報告書の人件

　　  費には含まれていない。

 　６　　四捨五入の関係で合計は必ずしも一致しない。

      は、役員報酬規程、職員給与規程及びアジア歴史資料センター長の勤務等に関する規程並

区　　分
報酬又は給与 退職手当

役　　　　 員

職　　　　 員

合　　　　 計
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８　開示すべきセグメント情報

（１）　事業の種類別 （単位：円）

区　　　分 国立公文書館 ｱｼﾞｱ歴史資料ｾﾝﾀｰ 小　　　計 法人共通 合　　　計

Ⅰ事業費用

　　１　業務費 1,431,430,588 370,518,208 1,801,948,796 -                    1,801,948,796

　　２　一般管理費 -                    -                    -                    247,909,090 247,909,090

　　３　財務費用       16,123,111 3,414,190 19,537,301           845,795 20,383,096

　　　　　　　　　計 1,447,553,699 373,932,398 1,821,486,097 248,754,885 2,070,240,982

Ⅱ事業収益

　　１　運営費交付金収益 1,431,853,409 369,002,346 1,800,855,755 246,745,118 2,047,600,873

　　２　たな卸資産見返負債戻入 340,395 -                    340,395 -                    340,395

　　３　事業収益 2,626,815 14,540 2,641,355 -                    2,641,355

　　４　資産見返負債戻入 12,884,655 1,364,736        14,249,391 2,409,982 16,659,373

　　５　財務収益 -                    -                    -                    222,296 222,296

　　６　雑益 796,958 -                    796,958 978,541 1,775,499

　　　　　　　　　計 1,448,502,232 370,381,622 1,818,883,854 250,355,937 2,069,239,791

Ⅲ事業損益 948,533 △ 3,550,776 △ 2,602,243 1,601,052 △ 1,001,191

Ⅳ総資産 5,582,329,303 133,591,064 5,715,920,367 237,183,309 5,953,103,676

（主要な資産内訳）

流動資産

　　現金及び預金 340,323,556 46,276,118 386,599,674     133,556,107 520,155,781

固定資産

　　建物 3,727,853,747 19,667,809 3,747,521,556  78,863,530 3,826,385,086

　　構築物 171,763,661 -                    171,763,661     4,008,646 175,772,307

　　車両運搬具 378,000 -                    378,000          424,200 802,200

　　工具器具備品 425,800,596 37,495,937 463,296,533     19,248,704 482,545,237

　　土地 900,000,000 -                    900,000,000     -                    900,000,000

    建設仮勘定 12,516,228 -                    12,516,228      834,415          13,350,643

投資その他の資産

　　敷金 -                    30,000,000 30,000,000      -                    30,000,000

（注）　法人共通の金額は、管理部門に係る費用等である。

　　・損益外減価償却等相当額、引当外賞与見積額及び引当外退職給付増加見積額のセグメント別金額 （単位：円）

区　　　分 国立公文書館 ｱｼﾞｱ歴史資料ｾﾝﾀｰ 小　　　計 法人共通 合　　　計

損益外減価償却相当額 202,970,702 -                    202,970,702 2,523,082 205,493,784

損益外固定資産除売却相当額 713,900 -                    713,900 -                    713,900

引当外賞与見積額 3,749,902 172,719 3,922,621 △ 1,941,651 1,980,970

引当外退職給付増加見積額 20,155,862 △ 19,217,909 937,953 △ 36,685,579 △ 35,747,626

     ・損益外減価償却相当額の配賦基準：面積割で配分

（２）　区分の方法

　事業区分は、下記事業内容に基づき決定されている。

（３）　各事業の内訳

事　業　区　分

国  立  公  文  書  館

アジア歴史資料センター

内　　　　　　　　　　　　　　　容

歴史資料として重要な公文書等の適切な保存及び利用を図るために必要な事業

アジア歴史資料整備事業を推進すべく、アジア歴史資料センターにおいて、国が保管
するアジア歴史資料を電子情報の形で蓄積するデータベースを構築、インターネット等
を通じて情報提供を行うために必要な事業
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自 平成 22 年 4 月 1 日
至 平成 23 年 3 月 31 日

平成２２事業年度

決 算 報 告 書
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（単位：円）

区      分 予算額 決算額 差  額

収入

   運営費交付金 2,220,398,000 2,220,398,000 0

   施設整備補助金 123,456,000 13,350,643 △ 110,105,357
計画変更に伴い一部経費を次年度
に繰越したことによる減

   事業収入 3,991,000 2,641,355 △ 1,349,645 複写利用収入等の減

   事業外収入 630,000 1,997,795 1,367,795 雑益収入等の増

計 2,348,475,000 2,238,387,793 △ 110,087,207

支出

   公文書等保存利用経費 1,042,004,000 1,114,874,168 △ 72,870,168
公文書等のﾏｲｸﾛﾌｨﾙﾑ化及びﾃﾞｼﾞ
ﾀﾙ化経費の増

   アジア歴史資料情報提供事業費 382,096,000 279,586,770 102,509,230 入札差額及び経費節減による減

   施設整備費 123,456,000 13,350,643 110,105,357
計画変更に伴い一部経費を次年度
に繰越したことによる減

   一般管理費 334,180,000 328,606,825 5,573,175 入札差額及び経費節減による減

   人件費 466,739,000 424,727,399 42,011,601 欠員があったこと等による減

計 2,348,475,000 2,161,145,805 187,329,195

(損益計算書計上額との相違の概要)

　 一般管理費の中には業務費として

計上している庁舎維持費（外部委託

費 、賃貸料 、保守 ・ 修繕費 、水道

光熱費等）などの一部が含まれてい

る。

　 人件費の中には損益計算書の給

与 、賞与及び諸手当 、法定福利費

が含まれている。

決算報告書

平成23年3月31日

備　　　　　　　　考
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